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まつやま人口減少対策推進会議 規約 

 

（名称） 

 第１条 本会は、まつやま人口減少対策推進会議（以下「推進会議」という。）と称する。 

 

（推進会議の目的及び設置） 

 第２条 推進会議は、人口減少対策を民間団体主導で推進することにより、市民生活の安

定及び地域経済の持続的な発展に寄与することを目的として、松山市人口減少対策推進

条例（平成２８年松山市条例第１１号。以下「条例」という。）第１０条第１項の規定に

基づき設置する。 

 

（推進会議の活動） 

第３条 推進会議は、次に掲げる活動を行う。 

（１）条例及び松山市まち・ひと・しごと創生総合戦略に定める事項、その実施状況その

他必要な事項について、自ら調査・検証等を行い、市長に対して効果的な施策等に関

する意見を述べること。 

（２）人口減少対策推進のための取組の周知・啓発に関すること。 

（３）その他人口減少対策を推進していくに当たり必要な事項に関すること。 

 

（推進会議の組織） 

 第４条 推進会議は、条例第２条第３号に規定する推進団体（以下「推進団体」という。）

であって第２条の目的に賛同するもののうち、別表に掲げるものを会員として組織する。 

 

（推進会議の役員） 

第５条 推進会議に次の役員を置く。 

（１）座 長 １名 

（２）副座長 １名 

（３）監 事 １名 

 ２ 座長は、会員の互選により定める。 

 ３ 副座長及び監事は、会員の中から座長が任命する。 

４ 役員の任期は２年とする。ただし、再任を妨げない。 

５ 座長は、推進会議を代表し、会務を総理する。 

 ６ 副座長は、座長を補佐し、座長に事故があるとき又は座長が欠けたときは、その職務

を代理する。 

 ７ 監事は、推進会議の財産及び会計並びに業務執行の状況を監査する。 

 ８ 座長は、第４項の任期の途中で副座長及び監事に欠員が生じたときは、これを補充す

ることができる。 

 ９ 前項の規定により補充された副座長及び監事の任期は、前任者の残任期間とする。 
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（推進会議の総会） 

第６条 総会は、必要に応じ座長が招集し、その議長となる。 

２ 総会は、会員の半数以上の出席がなければ開くことができない。 

３ 会員は、やむを得ず総会に出席できない場合、予め提示された議案について書面（電

子媒体によるものを含む）を提出して表決するか、委任状を提出して他の会員に表決を

委任することができる。この書面または委任状を提出した者は総会に出席したものとみ

なす。 

４ 座長は、必要に応じ、関係者を総会に出席させることができる。 

５ 総会の議事は、出席会員の過半数をもって決し、可否同数のときは、議長の決すると

ころによる。 

 

（推進会議の解散）  

第７条 推進会議を解散する場合は、会員の４分の３以上の同意を得なければならない。  

 

（運営幹事会の目的及び設置） 

第８条 推進会議の活動を機動的に行うため、推進会議に運営幹事会を設ける。 

 

（運営幹事会の活動） 

第９条 運営幹事会は、次に掲げる事項の審議、決定、認定等を行う。 

（１）事業計画及び決算に関すること。 

（２）事業の推進に係る基本方針に関すること。 

（３）推進会議に入会しようとするものを承認すること。 

（４）各種規程の制定及び改廃に関すること。 

（５）その他推進会議の運営に関する重要な事項 

 

（運営幹事会の組織） 

第１０条 運営幹事会は、会員の中から、総会において選出された者を委員として組織す

る。 

２ 運営幹事会は、５名以上１０名未満で組織する。 

 

（運営幹事会の役員） 

第１１条 運営幹事会に次の役員を置く。 

（１）幹事長  １名 

（２）副幹事長 ２名 

２ 幹事長は、委員の互選により定める。 

 ３ 副幹事長は、委員の中から幹事長が任命する。 

４ 幹事長は、幹事会を代表し、会務を総理する。 

５ 副幹事長は、幹事長を補佐し、幹事長に事故があるとき又は幹事長が欠けたときは、

その職務を代理する。 
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（運営幹事会の会議） 

第１２条 運営幹事会の会議は、必要に応じ幹事長が招集し、その議長となる。 

２ 運営幹事会の会議は、委員の半数以上の出席がなければ開くことができない。 

３ 幹事長は、必要に応じ、関係者を会議に出席させることができる。 

４ 会議の議事は、出席委員の過半数をもって決し、可否同数のときは、議長の決すると

ころによる。 

 

（運営幹事会の報告） 

第１３条 幹事長は、運営幹事会における協議の経過及び結果について、座長に報告しな

ければならない。 

２ 座長は、必要があると認めるときは、幹事長に審議の経過について報告を求めること

ができる。 

 

（専門部会の目的及び設置） 

第１４条 幹事長は、運営幹事会が必要とする事項について専門的な見地から調査、検証

等を行うため、委員の４分の３以上の同意を得て専門部会を設けることができる。 

 

（専門部会の活動） 

第１５条 専門部会は、運営幹事会から付託された事項について調査、検証等を行う。 

 

（専門部会の組織） 

第１６条 専門部会は、会員のうち専門部会への入会を希望する旨を幹事長に通知した者

及び第２０条の規定により承認を受けた者を部会員として組織する。 

 

（専門部会の役員） 

第１７条 専門部会に次の役員を置く。 

（１）部会長  １名 

（２）副部会長 １名 

２ 役員は、部会員の中から幹事長が任命する。 

３ 部会長は、専門部会を代表し、会務を総理する。 

４ 副部会長は、部会長を補佐し、部会長に事故があるとき又は部会長が欠けたときは、

その職務を代理する。 

 

（専門部会の会議） 

第１８条 専門部会の会議は、必要に応じ部会長が招集し、その議長となる。 

２ 専門部会の会議は、部会員の半数以上の出席がなければ開くことができない。 

３ 部会長は、必要に応じ、関係者を会議に出席させることができる。 

４ 会議の議事は、出席委員の過半数で決し、可否同数のときは、議長の決するところに

よる。 
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（専門部会の報告） 

第１９条 部会長は、専門部会における協議の経過及び結果について、幹事長に報告しな

ければならない。 

２ 幹事長は、必要があると認めるときは、部会長に審議の経過の報告を求めることがで

きる。 

 

（専門部会への入会） 

第２０条 会員以外の推進団体であって、専門部会に入会しようとするものは、入会申込

書（様式第１号）を幹事長に提出し、運営幹事会の審議を経て幹事長の承認を得なけれ

ばならない。 

 

（専門部会の退会）  

第２１条 部会員は、専門部会を退会しようとするときは、退会届（様式第２号）により

その旨を幹事長に届け出なければならない。ただし、会員については、専門部会を退会

する旨を幹事長に通知するものとする。 

２ 部会員が死亡し、又は解散したときは、専門部会を退会したものとみなす。 

 

（専門部会の解散）  

第２２条 専門部会は、第１５条の活動を完了したときに解散するものとする。  

 

（事務局） 

第２３条 推進会議、運営幹事会及び専門部会の事務を処理するため、事務局を置く。 

２ 事務局は、当分の間、松山市に置く。 

 

（委任） 

第２４条 この規約に定めるもののほか、推進会議、運営幹事会及び専門部会の運営に関 

し必要な事項は、幹事長が運営幹事会に諮って定める。 

 

附 則 

この規約は、平成２８年１０月６日から施行する。 

 

附 則 

本改正規約は、平成２９年３月２２日から施行する。 

 

   附 則 

  本改正規約は、平成３０年４月１日から施行する。 
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別表（第４条関係） 

 

まつやま人口減少対策推進会議会員名簿 

分 野 推進団体名 

産 業 

えひめ中央農業協同組合 

松山市農業協同組合 

松山商工会議所 

北条商工会 

中島商工会 

愛媛経済同友会 

愛媛県中小企業家同友会 

一般社団法人 愛媛県法人会連合会 

行 政 松山公共職業安定所 

教 育 

国立大学法人 愛媛大学 

学校法人 松山大学 

松山東雲女子大学 

聖カタリナ大学 

金 融 

株式会社 伊予銀行 

株式会社 愛媛銀行 

愛媛信用金庫 

株式会社 日本政策投資銀行 松山事務所 

株式会社 日本政策金融公庫 松山支店 

労 働 松山地域労働者福祉協議会 

報 道 株式会社 愛媛新聞社 

市民活動 
特定非営利活動法人 アクティブボランティア２１ 

特定非営利活動法人 ワークライフ・コラボ 

その他 

四国旅客鉄道 株式会社 

株式会社 伊予鉄グループ 

愛媛県若年者就職支援センター 

公益財団法人 松山市男女共同参画推進財団 

松山みらいクラブ連絡協議会 

 

事務局 松山市 
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様式第１号（第２０条関係） 

  年  月  日 

 

専門部会入会申込書 

 

（宛先）幹事長 

 

申込者 

所 在 地 

名  称 

代表者名 

連 絡 先 

 

 まつやま人口減少対策推進会議及び専門部会の目的に賛同するので、まつやま人口減少対策推

進会議規約第２０条の規定により次のとおり申し込みます。 

希望部会名  

推進団体届出日 年   月   日 

申込者業種  

申込者事業概要  

担当者連絡先 
(1) 担当者名：        （部署名：       ） 

(2) 連 絡 先： 
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様式第２号（第２１条関係） 

  年  月  日 

 

専門部会退会届 

 

（宛先）幹事長 

 

届出者 

所 在 地 

名  称 

代表者名 

連 絡 先 

 

 まつやま人口減少対策推進会議規約第２１条の規定により，次のとおり専門部会の退会を届け

出ます。 

専門部会名  

退会年月日 年   月   日 

退会理由  

 

 

 


